
RETIO. 2005.  6  NO.61

98

アパートの賃貸借契約に際し、貸主が行う

べき補修義務を果たさないため賃借人が契約

解除とともに敷金等の返還を求めた事例にお

いて、契約条項が消費者契約法第10条に違反

して無効である等として賃借人の請求が認め

られた事例（東京簡裁　平成16年７月５日判

決　判例集等未登載）

１　事案の概要

賃借人Ｘは、平成15年６月28日、貸主Ｙと

の間でＡアパートＢ号室の賃貸借契約を締結

した。Ｘは当該契約に先行して６月18日に手

付金５万円を支払ったほか、敷金10万５千円、

礼金10万円、賃料（７月分）５万円及び共益

費（７月分）6300円を支払った。上記契約に

際して、Ｘは、襖の張替え、コンセントの修

理、カーペットの下の畳の交換及び風呂場の

壁修理の各補修を求めた。しかし、Ｙは補修

箇所の補修をしなかったため、Ｘが、Ｙに対

しその履行を求めたところ、Ｙは、畳の交換

費用の半分はＸが負担するように言うなど、

本件アパートの貸主としてすべき義務を果た

さないため、Ｘは本件アパートに入居するこ

とが出来なかった。

そこで、Ｘは、Ｙに対して、平成15年６月

30日、本件契約につき解除の意思表示をする

とともに、上記預入金26万1300円の返還を求

めた。

これに対してＹは、アパートの襖について

は、平成15年７月10日ころに張り替えること

を予定しており、畳については交換すること

にしていたと主張。更に、本件契約において、

賃借人の都合により本件契約を解約するとき

は、解約日の３カ月前に書面により賃貸人に

提出しなければならず、これに従った解約を

しない場合には、賃借人は賃貸人に対し、賃

料と共益費の合計額の６カ月分を保証する旨

の合意（契約条項４条）がなされており、Ｘ

はこれに沿った解約をしていないので、本件

契約解除の効果は認められないこと、賃借人

が賃貸人に一旦払った礼金や家賃または共益

費は一切返還しないとする合意（同30条）が

あるので、Ｙにこれらを返還する義務はない

等として、争った。

２　判決の要旨

① 証拠によれば、Ｘは、本件契約締結前

に、本件アパートの中に補修が必要な箇

所を見つけたこと、Ｘが襖の張替えを希

望したところ、Ｙは梅雨明けにやる旨約

束したこと、また畳の交換を希望したと

ころ、Ｙはその費用の半分を負担するよ

うに言ったことが認定できるが、ＸがＹ

に対し明確に、期日を指定して補修を促

した事実までは認定できない。むしろ、

Ｘは、Ｙから、現状のままで本件アパー

トに入居して欲しい旨言われており、Ｘ

が、本件預入金を支払って貸室賃貸借契

約を作成した後も、現状のままで本件ア

パートに入居すべきか迷っていたとこ
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ろ、Ｙから、契約をやめてもいい旨言わ

れたので、息子夫婦と相談して本件契約

解除を決心したことが認定できる。以上

の事実によれば、Ｙは、本件契約締結に

際し、Ｘが本件アパートに入居するまで

に本件修復箇所を補修すべき義務を負っ

たとは言えない。

② Ｙは事業者として、Ｘは消費者として

本件契約を締結しているが、本件契約書

４条の、借主が本件契約を解除する場合

には、解約日の３カ月前に解約届を提出

しなければならず、これに違反した場合

には、賃料と共益費の合計額の６カ月分

を貸主に保証する旨の約定及び同30条

の、借主が貸主に一旦支払った礼金や家

賃又は共益費は一切返還しない旨の約定

は、著しくＸの権利を制限し、又はＸの

義務を加重するので、消費者契約法10条

に照らして無効である。

③ Ｙが交付した計算書・請求書及び契約

手付金領収書には、本件手付が違約手付

である旨の記載があるが、本件契約がア

パートについての一般的な貸室契約であ

ること、本件手付が本件預入金に書式代

として３万6750円を加えた合計29万8050

円の内金５万円であって、内金の割合と

しては低くはないこと、一旦貸室賃貸借

契約が成立すると、本件契約書４条によ

り、借主からの解約には相当な不利益が

伴うので容易には解約申し入れができな

いこと、Ｙは、Ｘに対し、本件契約をや

めてもいい旨述べていることから、Ｙは

Ｘに対し、解約権を付与したものと解さ

れるなど、諸般の事情を総合すると、本

件手付は民法557条に定める解約手付の

性質も有していると解すべきである。

④ 本件契約の賃貸借期間は平成15年７月

１日からであるが、Ｙには、少なくとも

本件アパートの襖の張替え及び畳を交換

すべき義務があるところ、証拠によれば、

Ｘは、いまだ本件アパートに入居してお

らず、Ｙに対し、遅くとも、Ｙが、襖の

張替えや畳の交換など、貸主としての履

行未着手段階である平成15年７月８日に

は、電話で本件契約の解約申入れをして

いることが認められる。

以上によれば、Ｘは、Ｙに対し、平成

15年７月８日に、本件手付を放棄して契

約を解約したことが認められるから、Ｙ

はＸに、21万1300円及びこれに対する平

成16年２月19日（訴状送達日の翌日）か

ら支払い済みまで年５％の割合による金

員を支払え。

３　まとめ

本件は、①契約に先行して支払った手付金

が解約手付としての性質を有し、貸主の義務

である襖の張替え、畳交換の着手前だから、

手付放棄による契約解除を認めたこと、②３

カ月前に解約届の提出を要する条項や、これ

に違反したときは、賃料と共益費合計額の６

カ月分を家主に保証しなければならない旨の

規定は、著しく借主の権利を制限し又は借主

の義務を加重するから、消費者契約法10条に

照らし無効であると判示した事例である。

契約に先立って借主が媒介業者に支払う金

銭で、順位確保の性格を持つ預り金について

のトラブルは多い。本件は直接契約当事者で

ある家主に支払っていること等から、「手付

金」として認定された。媒介業者の場合には、

入居前であれば、家主に手渡されていないこ

ともあり、全額返還すべきものとして指導さ

れるケースがある。実務上、参考となる事例

である。

（企画調整部調査役）




